
外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
二
十
八
年
法

務

省

厚
生
労
働
省
令
第
三
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
監
理
団
体
の
業
務
の
実
施
に
関
す
る
基
準
）

（
監
理
団
体
の
業
務
の
実
施
に
関
す
る
基
準
）

第
五
十
二
条

法
第
三
十
九
条
第
三
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

第
五
十
二
条

法
第
三
十
九
条
第
三
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
〜
十
四

（
略
）

一
〜
十
四

（
略
）

十
五

監
理
団
体
の
業
務
の
運
営
（
監
理
費
の
徴
収
を
含
む
。）に
係
る
規
程
を
電
気
通
信
回
線
に
接
続
し
て
行

う
自
動
公
衆
送
信
（
公
衆
に
よ
っ
て
直
接
受
信
さ
れ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
公
衆
か
ら
の
求
め
に
応
じ
自
動

的
に
送
信
を
行
う
こ
と
を
い
い
、
放
送
又
は
有
線
放
送
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て

同
じ
。）に
よ
り
公
衆
の
閲
覧
に
供
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
監
理
団
体
の
事
業
の
規
模
が
著
し
く
小
さ
い
場
合

そ
の
他
の
電
気
通
信
回
線
に
接
続
し
て
行
う
自
動
公
衆
送
信
に
よ
り
公
衆
の
閲
覧
に
供
す
る
こ
と
が
困
難
で

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
相
当
の
理
由
が
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
こ
れ
に
代
え
て
事
業
所
内
の
一
般
の
閲
覧
に

便
利
な
場
所
に
当
該
規
程
を
掲
示
す
る
こ
と
。

十
五

事
業
所
内
の
一
般
の
閲
覧
に
便
利
な
場
所
に
、
監
理
団
体
の
業
務
の
運
営
（
監
理
費
の
徴
収
を
含
む
。）

に
係
る
規
程
を
掲
示
す
る
こ
と
。

十
六

（
略
）

十
六

（
略
）

附

則

附

則

（
技
能
実
習
の
内
容
の
特
例
）

（
削
る
）

第
七
条

入
国
後
講
習
に
つ
い
て
の
第
十
条
第
二
項
第
七
号
ハ
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
令
和
四
年
七
月
三

十
一
日
ま
で
の
間
、
同
号
ハ
中
「
過
去
六
月
以
内
」
と
あ
る
の
は
、「
過
去
六
月
以
内
（
機
構
が
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
（
病
原
体
が
ベ
ー
タ
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
属
の
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
（
令
和
二
年
一
月
に
、
中
華
人

民
共
和
国
か
ら
世
界
保
健
機
関
に
対
し
て
、
人
に
伝
染
す
る
能
力
を
有
す
る
こ
と
が
新
た
に
報
告
さ
れ
た
も
の

に
限
る
。）で
あ
る
も
の
に
限
る
。）の
ま
ん
延
の
状
況
等
を
考
慮
し
て
や
む
を
得
な
い
と
認
め
る
場
合
に
あ
っ
て

は
令
和
元
年
八
月
一
日
以
降
）」と
す
る
。

（
削
る
）

第
八
条

入
国
後
講
習
に
つ
い
て
の
第
十
条
第
二
項
第
七
号
ハ
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
同
号

ハ
中
「
十
二
分
の
一
以
上
」
と
あ
る
の
は
、「
十
二
分
の
一
以
上
（
機
構
が
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
（
病

原
体
が
ベ
ー
タ
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
属
の
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
（
令
和
二
年
一
月
に
、
中
華
人
民
共
和
国
か
ら
世
界

保
健
機
関
に
対
し
て
、
人
に
伝
染
す
る
能
力
を
有
す
る
こ
と
が
新
た
に
報
告
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。）で
あ
る
も

の
に
限
る
。）の
ま
ん
延
の
状
況
等
を
考
慮
し
て
や
む
を
得
な
い
と
認
め
る
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
技
能
実
習
生

が
入
国
前
講
習
（
四
十
五
日
以
上
の
期
間
か
つ
二
百
四
十
時
間
以
上
の
課
程
を
有
す
る
も
の
に
限
る
。）を
受
け

た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
二
十
四
分
の
一
以
上
）」と
す
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
令
和
五
年
六
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
省
令
の
施
行
の
日
前
に
行
わ
れ
た
外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
第
二
十
三
条
第
一
項
の
許
可
の
申
請
、
同
法
第
三
十
一
条
第
二
項
の
許
可
の
有
効
期
間
の
更
新
の
申
請
及
び
同
法
第

三
十
二
条
第
一
項
の
許
可
の
申
請
に
係
る
同
法
第
二
十
五
条
第
一
項
第
二
号
の
許
可
の
基
準
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

３

こ
の
省
令
の
施
行
の
日
前
に
行
わ
れ
た
外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
第
八
条
第
一
項
及
び
第
十
一
条
第
一
項
の
認
定
の
申
請
に
係
る
同
法
第
九
条
第
二
号
の
認
定
の
基
準
に
つ
い
て
は
、

な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

〇
法

務

省

厚
生
労
働
省
令
第
二
号

外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
九
条
第
二
号
（
同
法
第
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）及
び
第
三
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
基

づ
き
、
外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
三
月
三
十
一
日

法
務
大
臣

藤

健

厚
生
労
働
大
臣

加
藤

勝
信




		2023-03-30T18:29:00+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	国立印刷局より署名済み


	



